
                          

 

　様式第１号（おもて面）

Ａ

Ｂ

Ｃ

〒

Ｄ 【対象となる高校生等について】【対象となる高校生等について】

Ｅ 申請者と同じ
〒

Ｆ

81,000円
27,000円
20,250円
16,200円

Ｇ

・

※申請者名義の口座を記入してください（生徒本人や申請者の配偶者等の口座には振り込めません）
※通帳のコピー（銀行名・支店名・口座番号等が分かるもの）の添付要（昨年度と同一の場合は添付を省略可）
※昨年度の振込み口座のお問い合わせはご遠慮ください（不明の場合は通帳のコピーを添付してください）

過去の高等学校等
の在学状況 学校名

　　　　　立

　年 　月 　日

～　　 　年 　月　 日

学校の種類・課程・学科

全日制・定時制
通信制・専攻科(該当の場合のみ)

　上記のとおり兵庫県財務会計システムに登録してください。

【申請する支給額】 ※７月以降に家計が急変し申請する場合は、申請のあった月の翌月以降（申請日が月の初日である場合は申
請のあった月）の月数に応じて算定した額を支給します。支給基礎額
課程 該当する区分 県記入欄

通信制
専攻科 【高等学校等就学支援金（新制度）等の対象となる高校生等】

・令和８年度市町民税所得割額と道府県民税所得割額の合算が105,500円未満相当の世帯
（保護者等全員の合算）

通信制
【高等学校等就学支援金（新制度）等の対象となる高校生等】
・令和８年度市町民税所得割額と道府県民税所得割額の合算が182,500円未満相当の世帯
（保護者等全員の合算）

専攻科
【高等学校等就学支援金（新制度）等の対象となる高校生等】
・令和８年度市町民税所得割額と道府県民税所得割額の合算が264,500 円未満相当（保
護者等全員の合算）かつ扶養する子が３人以上いる世帯

13,030

振込
希望
口座

預金
種別

１普通・総合 ２　当座
３　その他

（　　 　　）銀行
金庫

【振込希望口座について】(太枠内を記入してください)

支店

金融機関番号
支店番号

金融機関番号 支店番号
口座
番号

金融機関名
（払渡店）

口座名義（ｶﾀｶﾅ）
(申請者名と同一)

生徒の住所

□

□ 都道
府県

市区
町村

生徒が在
学する学
校の状況

学校の名称
本校所在
都道府県

入学年月日 平成・令和　　　　年　　　　月　　　　日
学校の種類・課程・学科

全日制・定時制
通信制・専攻科

県庁申請用(家計急変）
　 ※太枠内はすべて記入してください(両面とも)

兵庫県知事　様 申請日 令和 年 月 日

 令和８年度兵庫県私立高等学校等奨学給付金支給申請書(兼受給資格認定申請書)

ふりがな 電話番号

申請者氏名 携帯番号

□　生徒は基準日※現在、高等学校等に在籍しており、申請後休学や退学した場合は、直ちに県に申し出ます。

令和８年度兵庫県私立高等学校等奨学給付金の支給を受けたいので、必要書類を添えて申請します。

申請者住所
      - 市・区・町 丁目・番・号（マンション名・団地名)

兵庫県

次の６点を確認のうえ、すべての□にレ印を付けてください（いずれかにレ印が無い場合は、支給できません）。

□　この申請書の記載内容は、事実に相違ありません。

□　この申請書に虚偽の記載があった場合は、兵庫県の求めに従いその全額を即時返還します。

□　私は兵庫県以外の都道府県に高校生等奨学給付金(奨学のための給付金)の申請は行っておりません。

□　この申請の対象となる高校生等は児童福祉法による児童入所施設措置費（見学旅費又は特別育成費（母子生活支
援施設の高校生を除く））の支給対象ではありません。

□　申請後、世帯の家計状況に変更があった場合は、直ちに県に申し出ます。

　　※基準日は、７月１日現在（７月１日以降に家計が急変した場合は、申請日の翌月1日時点(申請日が月の初日であ
る場合は、申請日)）となります。

対象生徒との関係
（○で囲む）

 親権者 ・ 未成年後見人 ・ 未成年後見人である里親 ・ 主たる生計維持者 ・　生徒本人
・ その他（　　　　　　　　　　　　　）

生徒の
生年月日

昭和
・

平成
　　　　　年　　　　月　　　　日

電子メール

ふりがな

生徒氏名

通信制
専攻科 ・令和８年度市町民税所得割額と道府県民税所得割額の合算が０円相当の世帯（保護者

等全員の合算）

52,100
円

全日制
定時制

152,000
円

○を記入 支給額

17,370
円

全日制
定時制

50,670
円

10,420
円

 加算額（制服が災害等により喪失・毀損し、制服の再購入が必要である場合のみ申請可）

13,030
円

全日制
定時制

38,000
円

○を記入 支給額
いずれか選択

課程 該当する区分 県記入欄

全課程
・生活保護(生業扶助)を受給していない世帯で、災害等により喪失・毀損した制服の再
購入費用を負担した世帯
※生活保護(生業扶助)を受給している世帯は、保護費で措置されるため対象外です。

円

専攻科
・令和８年度市町民税所得割額と道府県民税所得割額の合算が264,500 円未満相当（保
護者等全員の合算）かつ扶養する子が３人以上いる世帯

※
い
ず
れ
か
該
当
す
る
欄
に
○
を
記
入

※
必
ず
記
入

※
必
ず
記
入

※必ず記入



　様式第１号(裏面)

Ｈ
【家計急変の発生日】

支給額

（県記入欄）

【保護者等（専攻科の場合は生計維持者）の収入の状況について】該当する□にレ印を入れ、必要な添付書類を提出してください。

Ｉ

Ｊ

Ｋ

＜申請前に再度確認し、レ印を入れてください＞

生徒が在学中に成人した場合で、成人する直前の未成年の時点から申請の時点まで生計を維持する者に
変更がない場合

・生徒が未成年だが、親権者又は未成年後見人が存在しない場合、
・入学時点で生徒が成人であったが、主たる生計維持者が存在する場合、
・生徒が成人であり、未成年の時点で親権者が１人だった場合、
・生徒が成人であり、未成年の時点で親権者又は未成年後見人が存在しなかった場合　等

親権者、未成年後見人または主たる生計維持者のいずれも存在しない場合　　等

対象生徒氏名

　□　記入漏れはありませんか？
　□　添付書類の漏れはありませんか？

【扶養誓約について】
　枠内に対象となる生徒氏名を記載してください。

 内容を確認のうえ、下記の□にレ印を付けてください。

 □ 私と下記の者は、令和８年７月１日(令和８年７月以降に家計が急変した場合は申請日)現在、健康保険法等における扶養者と
    被扶養者の関係と同等の関係にあることを誓約します。

【生業扶助未受給の誓約】下記の内容を確認のうえ、□にレ印を入れてください。

□ 　私の世帯は、現在、生活保護法（昭和25年法律第144号）第36条の規定による生業扶助を受けていません。

② □

□

④
・生徒の生計をその収入により維持して
いる者（両親等）２名分の令和８年度課
税証明書等

⑤
・主たる生計維持者１名分の令和８年度
課税証明書等

⑥
・生徒本人の令和８年度課税証明書等

□

□

□

親権者が存在せず、未成年後見人が選任されている場合
※未成年後見人が法人である場合又は財産に関する権限のみを行使すべきこととされている者である場
合は、その者を除く

・未成年後見人（全員分）の令和８年度
課税証明書等

保護者等の扶養親族の人数・年齢を確認するための書類 ・住民票□

・親権者１名分の令和８年度課税証明書
等

県庁申請用（家計急変）

発　生　日 令和　 年　　 月　　日　 家計急変分の事由
失業　　・　　倒産

　その他（         ）

世帯状況 必要書類

必
　
　
　
須

□

令
和
８
年
度
課
税
証
明
書

① □
親権者（両親）２名分
※親権者が２名存在する場合、親権者の一方が控除対象配偶者であっても必ず２名分の課税証明書等が
必要です。

・親権者（両親）２名の令和８年度課税
証明書等

親権者１名分
・死別、離婚等により親権者が１名の場合
・家庭の事情（DV等）のやむを得ない理由により、１名分しか提出できない場合
・（専攻科のみ）満18歳となる日の前日において里親等に委託されていた場合、児童養
護施設等に入所していた場合、そのほか社会的養護が必要と認められる場合は⑤又は⑥
のいずれかの□にレ印を付けてください。

保護者等の家計急変の発生事由を証明する書類 ・離職票、解雇通知書、廃業等届出　等

□ 保護者等の家計急変後の収入を証明する書類
・会社作成の給与見込証明、税理士又は
公認会計士の作成した証明書、自己申告
証明(給与明細コピー添付)　等

③

※
必
ず
記
入

※
必
ず
記
入

※
い
ず
れ
か
該
当
す
る
欄
の
□
に
レ
点
を
記
入

※
必
ず
記
入



　様式第１号（おもて面）

Ａ

Ｂ

Ｃ

〒

神戸市中央区下山手通 ５丁目１０－１

abcde@xxxx.xx

Ｄ 【対象となる高校生等について】【対象となる高校生等について】※対象となる高校生等が２人以上おり、提出先が同一の場合は、下記にまとめて記載ください。

Ｅ 申請者と同じ
〒

81,000円
27,000円
20,250円
16,200円

・

※申請者名義の口座を記入してください（生徒本人や申請者の配偶者等の口座には振り込めません）
※通帳のコピー（銀行名・支店名・口座番号等が分かるもの）の添付要（昨年度と同一の場合は添付を省略可）
※昨年度の振込み口座のお問い合わせはご遠慮ください（不明の場合は通帳のコピーを添付してください）

学校の名称 ○○高等学校 本校所在
都道府県 〇〇県

入学年月日 平成・令和　　７　年　　４月　　１日
学校の種類・課程・学科

全日制・定時制
通信制・専攻科

過去の高等学校等
の在学状況

学校名
　　　　私　立　△△高等学校

　年 　月 　日

～　　 　年 　月　 日

学校の種類・課程・学科

全日制・定時制
通信制・専攻科(該当の場合のみ)

生徒が在
学する学
校の状況

【振込希望口座について】(太枠内を記入してください)

振込
希望
口座

預金
種別

１普通・総合 ２　当座
３　その他

（　　 　　）銀行
金庫

　上記のとおり兵庫県財務会計システムに登録してください。

支店

金融機関番号
支店番号

金融機関番号 支店番号
口座
番号 1234567

金融機関名
（払渡店）

口座名義（ｶﾀｶ
ﾅ）

(申請者名と同一)
ヒョウゴ　タロウ

通信制
専攻科 ・令和８年度市町民税所得割額と道府県民税所得割額の合算が０円相当の世帯（保護者

等全員の合算）

52,100
円

全日制
定時制

152,000
円

【申請する支給額】 ※７月以降に家計が急変し申請する場合は、申請のあった月の翌月以降（申請日が月の初日である場合は申
請のあった月）の月数に応じて算定した額を支給します。支給基礎額

○を記入 支給額 課程 該当する区分 県記入欄

(昭和)

平成
２０　年　　７　月　　１日兵庫　次郎

ふりがな

生徒氏名

ひょうご　じろう
生徒の

生年月日

生徒の住所

□

□ 都道
府県

市区
町村

ひょうご　たろう 電話番号 078-341-7711

申請者氏名 兵庫　太郎 携帯番号 090-xxxx-xxxx

電子メール

対象生徒との関係
（○で囲む）

 親権者 ・ 未成年後見人 ・ 未成年後見人である里親 ・ 主たる生計維持者 ・　生徒本人
・ その他（　　　　　　　　　　　　　）

ふりがな

県庁申請用(家計急変）
　 ※太枠内はすべて記入してください(両面とも)

兵庫県知事　様 申請日 令 和 ８ 年 ７ 月 １ ０ 日

 令和８年度兵庫県私立高等学校等奨学給付金支給申請書(兼受給資格認定申請書)

□　生徒は基準日※現在、高等学校等に在籍しており、申請後休学や退学した場合は、直ちに県に申し出ます。

令和８年度兵庫県私立高等学校等奨学給付金の支給を受けたいので、必要書類を添えて申請します。

申請者住所
 650 - 8567 市・区・町 丁目・番・号（マンション名・団地名)

兵 庫 県

次の６点を確認のうえ、すべての□にレ印を付けてください（いずれかにレ印が無い場合は、支給できません）。

□　この申請書の記載内容は、事実に相違ありません。

□　この申請書に虚偽の記載があった場合は、兵庫県の求めに従いその全額を即時返還します。

□　私は兵庫県以外の都道府県に高校生等奨学給付金(奨学のための給付金)の申請は行っておりません。
□　この申請の対象となる高校生等は児童福祉法による児童入所施設措置費（見学旅費又は特別育成費（母子生活支
援
　　施設の高校生を除く））の支給対象ではありません。
□　申請後、世帯の家計状況に変更があった場合は、直ちに県に申し出ます。

　※基準日は、７月１日現在（７月１日以降に家計が急変した場合は、申請日の翌月1日時点(申請日が月の初日で
    ある場合は、申請日)）となります。

通信制
専攻科 【高等学校等就学支援金（新制度）等の対象となる高校生等】

・令和８年度市町民税所得割額と道府県民税所得割額の合算が105,500円未満相当の世帯
（保護者等全員の合算）

17,370
円

全日制
定時制

50,670
円

通信制
【高等学校等就学支援金（新制度）等の対象となる高校生等】
・令和８年度市町民税所得割額と道府県民税所得割額の合算が182,500円未満相当の世帯
（保護者等全員の合算）

13,030
円

全日制
定時制

38,000
円

専攻科
【高等学校等就学支援金（新制度）等の対象となる高校生等】
・令和８年度市町民税所得割額と道府県民税所得割額の合算が264,500 円未満相当（保
護者等全員の合算）かつ扶養する子が３人以上いる世帯

13,030
円

専攻科
・令和８年度市町民税所得割額と道府県民税所得割額の合算が264,500 円未満相当（保
護者等全員の合算）かつ扶養する子が３人以上いる世帯

10,420
円

 加算額（制服が災害等により喪失・毀損し、制服の再購入が必要である場合のみ申請可）

○を記入 支給額
いずれか選択

課程 該当する区分 県記入欄

全課程
・生活保護(生業扶助)を受給していない世帯で、災害等により喪失・毀損した制服の再
購入費用を負担した世帯
※生活保護(生業扶助)を受給している世帯は、保護費で措置されるため対象外です。

※
い
ず
れ
か
該
当
す
る
欄
に
○
を
記
入

※
必
ず
記
入

※
必
ず
記
入

※必ず記入

○○○○ ○○○

○○○ △△

内容を確認の上、□にレ印を付けてく

ださい(６点ともにレ印が入っていな

いと、支給できません)。

平日昼間に連絡の取れる

電話番号を記入してくだ

さい。申請者以外（配偶

者等）の連絡先でも構い

ません。

生徒と保護者の住所が異なる場合、記入してください。

異なる場合は、生徒の住民票又は在寮証明書が必要です。

通信制の場合、サテライ

ト教室の所在地ではなく、

本校所在地を記入してく

ださい。

該当する場合、記入してください。過去に

２以上の高等学校等に在籍していた場合、

余白又は別紙に記入してください。

昨年度と同じ場合も記入してください

必ず記載してください。

申請する場合のみ○を記載してください。

該
当
す
る
い
ず
れ
か
ひ
と
つ
に
○
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

（
審
査
の
結
果
、
別
の
区
分
と
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
）

mailto:abcde@xxxx.xx


　様式第１号(裏面)

Ｈ
【家計急変の発生日】

支給額

（県記入欄）

【保護者等（専攻科の場合は生計維持者）の収入の状況について】該当する□にレ印を入れ、必要な添付書類を提出してください。

Ｉ

Ｊ

K

＜申請前に再度確認し、レ印を入れてください＞

令
和
８
年
度
課
税
証
明
書

① □
親権者（両親）２名分
※親権者が２名存在する場合、親権者の一方が控除対象配偶者であっても必ず２名分の課税証明書等が
必要です。

・親権者（両親）２名の令和８年度課税
証明書等

② □

親権者１名分
・死別、離婚等により親権者が１名の場合
・家庭の事情（DV等）のやむを得ない理由により、１名分しか提出できない場合
・（専攻科のみ）満18歳となる日の前日において里親等に委託されていた場合、児童養
護施設等に入所していた場合、そのほか社会的養護が必要と認められる場合は⑤又は⑥
のいずれかの□にレ印を付けてください。

・親権者１名分の令和８年度課税証明書
等

③ □
親権者が存在せず、未成年後見人が選任されている場合
※未成年後見人が法人である場合又は財産に関する権限のみを行使すべきこととされている者である場
合は、その者を除く

・未成年後見人（全員分）の令和８年度
課税証明書等

④ □
生徒が在学中に成人した場合で、成人する直前の未成年の時点から申請の時点まで生計を維持する者に
変更がない場合

・生徒の生計をその収入により維持して
いる者（両親等）２名分の令和８年度課
税証明書等

⑤ □

・生徒が未成年だが、親権者又は未成年後見人が存在しない場合、
・入学時点で生徒が成人であったが、主たる生計維持者が存在する場合、
・生徒が成人であり、未成年の時点で親権者が１人だった場合、
・生徒が成人であり、未成年の時点で親権者又は未成年後見人が存在しなかった場合　等

・主たる生計維持者１名分の令和８年度
課税証明書等

⑥ □ 親権者、未成年後見人または主たる生計維持者のいずれも存在しない場合　　等

　□　記入漏れはありませんか？
　□　添付書類の漏れはありませんか？

対象生徒氏名 兵庫　次郎

【扶養誓約について】
　枠内に対象となる生徒氏名を記載してください。

 内容を確認のうえ、下記の□にレ印を付けてください。

 □ 私と下記の者は、令和８年７月１日(令和８年７月以降に家計が急変した場合は申請日)現在、健康保険法等における扶養者と
    被扶養者の関係と同等の関係にあることを誓約します。

・生徒本人の令和８年度課税証明書等

【生業扶助未受給の誓約】下記の内容を確認のうえ、□にレ印を入れてください。

□ 　私の世帯は、現在、生活保護法（昭和25年法律第144号）第36条の規定による生業扶助を受けていません。

県庁申請用（家計急変）

発　生　日 令和　８年　　 月　　日 家計急変分の事由
失業　　・　　倒産

　その他（病気のため休職）

世帯状況 必要書類

必
　
　
　
須

□ 保護者等の家計急変の発生事由を証明する書類 ・離職票、解雇通知書、廃業等届出　等

□ 保護者等の家計急変後の収入を証明する書類
・会社作成の給与見込証明、税理士又は
公認会計士の作成した証明書、自己申告
証明(給与明細コピー添付)　等

□ 保護者等の扶養親族の人数・年齢を確認するための書類 ・住民票

※
必
ず
記
入

※
必
ず
記
入

※
い
ず
れ
か
該
当
す
る
欄
の
□
に
レ
点
を
記
入

※
必
ず
記
入

失業・倒産等が生じた時期を記載の上、事由に〇をつけてください。

親権者１名分の提出しかできない場合（ＤＶ等の事情により接触

が困難な場合に限る）は、こちらをチェックしてください。離婚

協議中などで別居中であっても連絡が可能な場合は原則として該

当しません。

生活保護（生業扶助）受給世帯以外は必ずレ印をつけてください。

給付には扶養誓約が必須です。内容確認の上、必ずレ印をつけてください。



申請書記載留意事項（県庁申請用・家計急変） 

記入例を参照して、申請書の○Ａから○Ｋまで順に漏れ無く記入願います。裏面

（２ページ目）も記載していただくようお願いします。 

 

《表面》 

○Ａ  実際に申請書を記入した月日を記入してください。 

  

○Ｂ  ６つのチェック欄□全てに✔を入れてください。一つでもチェック漏れが

ある場合は、支給不可となります。 

 

○Ｃ  申請者氏名 

親権者等申請者のお名前を記入願います。親権者が２名の場合、どちらでも

結構です。なお、親権者等がおられる場合、生徒本人は申請者となれません

ので、ご注意ください。 

 

○Ｄ  対象となる高校生等について 

  ふりがなも記入漏れ無いようにお願いします。 

 

○Ｅ  学校の名称について、通信制の学校の場合、実際に通われている学校では

なく、本校の名称を記入願います。 

 

○Ｆ  支給基礎額の該当欄に○を記入願います。なお、県記入欄は記載しないで

ください。災害等による制服再購入費用の加算がある場合は、該当欄に○を記入

してください。 

 

○Ｇ  振込希望口座について、必ず口座名義が申請者の金融機関をご記入くださ

い。対象生徒の口座は振込不可ですのでご注意ください。 



《裏面》 

○Ｈ  家計急変の発生日につき、失業・倒産等具体的な家計急変事由が発生した

月をご記入ください。 

 

○Ｉ  保護者等の収入状況について 

該当欄□に✔を入れ、必要書類を提出願います。 

 

○Ｊ  生業扶助を受給していないことを確認していただき、□に✔を入れてくだ

さい。 

 

○Ｋ  扶養誓約について 

□に✔を入れ、対象となる生徒氏名を記入してください。 

（専攻科の場合）年収約 380～600万円未満の多子世帯 

令和８年度市町民税所得割額と道府県民税所得割額の合算が 105,500 円以上

264,500円未満（保護者等全員の合算）かつ扶養する子が３人以上に該当する場

合は当該生計維持者に係る扶養親族申告書を課税証明書等とともに提出してく

ださい。なお、課税証明書は必ず扶養親族数が記載されているものをご提出く

ださい。 

 



姓 名

平成 年 月 日

印

【ご注意ください】

　・貴校所定の在学証明書で代用する場合は、必ず、上記項目のすべての証明が必要です。
　　（単位制の場合は学年はなくても可）
　・貴校所定の様式で印刷された証明書に手書きで項目を書き足した場合は無効です。

　　特に課程・休学・受給権の有無等は、既存の様式では記載が無い場合、処理に支障をきたします。

　　円滑な給付事務にご協力ください。
　・所在地は、本校（実施校）の所在地をご記入ください。

入学年月日 平成･令和   年　 月　 日

基準日※現在、
高等学校等就学支援金
もしくは学び直し支援金
の受給権の有無

□あり　　　　□なし

在学証明書

　下記の者は、令和　　年　　月　　日（基準日）現在※、当校の生徒であり、休学中でないこ
とを証明します。

氏　　名

（ふりがな）

生年月日

学　　年 課   程
（該当するものに○）

全日制　定時制

通信制　専攻科

令和　　年　　　月　　　日

所在地(本校)

学校名

学校長(本校)

※基準日について
　「令和　年　月　日（基準日）現在」の欄については、７月以降に家計が急変し、申請する場合は、申
請日現在を記入してください。
　それ以外の者は、令和８年７月１日と記入してください。



様式１５

令和　　年　　月　　日

兵庫県知事　様

対象生徒名前：

申請者住所：

申請者氏名：

令和　　年　　月　　日

学校法人
（学校名　　　　　　　　　　　　）
学校長

制服の再購入に係る証明書

　当校では生徒に制服の着用を義務付けており、今後の学校生活に支障が生じる
ことから、上記の生徒については、再度、制服の購入が必要であることを証明し
ます。

　担当課
　連絡先



様式１４

令和　　年　　月　　日

兵庫県知事　様
学校法人　　　　　　　　　学校長　様

申請者住所：

申請者氏名：

対象生徒に保護者がいる場合、一般的に申請者は保護者となります。

※　申請者から見た対象生徒の続柄を記載してください。

対象生徒との関係※

制服の再購入に係る誓約書

　下記の者について、着用を義務付けられている制服が、令和　年　月　日に発
生した（災害等名を記載）                    により喪失（毀損）したことを誓約しま
す。

対象生徒氏名

在学する学校の名称



姓 名

（該当する方に✔をすること）

以下のア〜ウのいずれかに該当します。（ア〜ウのうち該当するものに○を付すこと）
以下のア〜ウのいずれにも該当しません。

　　　　高等学校専攻科

学校長 印

　 イ 前年度における習得単位数が当校の定める当該年度の標準習得単位数の５割以下の者

個人対象要件証明書（専攻科のみ）

　下記の者は、令和８年７月１日現在、以下のとおりであることを証明します。

氏　　名

（ふりがな）

学校名
課程・学科等名

学　　年

　 ア 退学、停学（三か月以上）の処分を受けた者

　 ウ 前年度における出席率が５割以下の者

※ア～ウのいずれかに該当する者で、災害、疾病その他のやむを得ない事由がある場合は、
　以下に具体的な状況を記載すること。

令 和 年 月 日



様式１８

令和　　年　　月　　日

兵庫県知事　様

○生計維持者①の扶養親族 ○生計維持者②の扶養親族

生年月日
生計維持者①
との続柄 生年月日

生計維持者②
との続柄

1 1

2 2

3 3

4 4

5 5

1

2

3

【以下、事務担当者記入欄】※申告者は記入しない

生年月日

扶養親族申告書

生計維持者①住所

生年月日

　　　　　　氏名

生計維持者②住所

　　　　　　氏名

　令和７年１２月３１日時点の、生計維持者①及び生計維持者②の地方税法第３１４条の２第１項
第１１号に規定する市町村民税上の控除対象扶養親族及び年齢が１６歳未満の扶養親族、並びに令
和８年１月１日以降に出生等により新たに扶養することになった子等について以下のとおり申告い
たします。

氏名 氏名

【記入上の注意事項】
　令和７年１２月３１日時点の、生計維持者①と生計維持者②の市町村民税上の扶養親族（配偶者を除く）を全員記載してください。な
お、生計維持者の市町村民税上の扶養親族は以下の書類等で確認ができますのでこれらを参考に記入願います。
（確認ができる書類）
　・年末調整の令和７年分扶養控除等（異動）申告書の写し
　・令和７年分給与所得の源泉徴収票
　・令和７年分確定申告書の写し（扶養親族が記載されている部分）　　など

○令和８年１月１日以降に出生等により新たに扶養することになった子等（証明書類必須）

氏名 生年月日

(ウ)生計維持者と特別養子縁組をした特別養子
特別養子縁組の確定証明書、戸籍抄本　等、縁組した日及
び生計維持者の氏名が記載されたもの

　扶養する子の数の合計　　　人

【記入上の注意事項】
「出生等により新たに扶養することになった子等」とは、以下の(ア)～(ウ)のいずれかのケースに当てはまる人のことです。ケースに応じ
た証明書類を提出してください。

ケース 証明書類（コピー可）

(ア)生計維持者の実子
出生証明書、母子手帳、戸籍抄本　等、子の出生日及び生
計維持者の氏名が記載されたもの

(イ)生計維持者に委託された里子
里親委託証明書等、委託開始日及び生計維持者の氏名が記
載されたもの



申 立 書 

 

 

令和  年  月  日 

 

兵庫県知事 様 

 

 

住 所                

 

氏 名                

 

電話番号                

 

電子メール               

 

 

（以下、申立内容を記載） 

【記載例】 

私は○○にて働いておりましたが、○年○月付けで会社都合による解雇のた

め失職し、現在に至るまで再就職しておらず、今年の収入が著しく下がる見込

みです。 

 つきましては、別添のとおり関係書類を提出し、兵庫県私立高等学校等奨学

給付金について、家計急変分で申請します。 

 

 

※様式自由。家計が急変した理由について、具体的に記載してください。内容について

は、こちらから後日、お電話にてお伺いする可能性があります。 
 

【家計急変理由対象外】 

 ・離婚 

 ・自己都合退職 

 ・定年退職 等 



【会社作成の給与支払見込証明書の例】

住　所　

氏　名　

続柄 年齢 続柄 年齢

　　（例）上記の者は当社に勤務しており、当社業績不振のため○年○月から給与（賞与）を減額しています。

　給与減少発生年月以後１年間の給与見込額は、上記のとおりであることを証明します。

　年　　　月　　　日

（注）「給与減少発生年月以後１年間の給与見込額」の欄は、賞与、臨時手当等も含めて記入してください。

   　 　所得税法上非課税となる通勤に要する手当は含めないでください。

代 表 者 氏 名

電 話 　（　　　　　　　）　　　　　　　　－

　　　　　年　　　　　月分

　　　　　年　　　　　月分

　  年　　　　月から
１２ヵ月間（１年間）

円

円

給　与　支　払　見　込　証　明　書

年　　　　　月給与減少発生年月

給
　
　
与
　
　
等

事 業 所 所 在 地

扶
養
家
族
控
除
申
告
書

最 近 ３ ヵ 月 間

の 月 給

給与減少発生年月以後
１年間の賞与、臨時手当等の額

給与減少発生年月以後
１年間の給与見込額

　　　　　年　　　　　月分

氏　　　名 氏　　　名

円

円

円

事 業 所 名

印



【税理士又は公認会計士による収入見込証明の例】

事業所名

代表者職氏名

１．収入証明（すべての収入について書いてください）

（１）　収入減少発生年月 　　　年　　　　月

（２）　収入の状況

月分 月分 月分

上記のとおり証明します。

電 話 　（　　　　　　　）　　　　　　　　－

所 在 地

事 務 所 名

担 当 者 職 氏 名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

上記を踏まえた収入減少発生後１年間の収入見込額（　　　年　　月～　　　年　　　月分）

売上総額見込（a)

必要経費見込(b)

差引手取収入（a）－（b）

差引手取収入（ア）－（イ）

必 要 経 費 総 額 （ イ ）

収　入　見　込　証　明　書

　　年　　　　月　　　　日

区　　　分
最　近　３　カ　月　分

売 上 総 額 （ ア ）

収入減少発生月

月分



【自営業で収入を自己申告する、又は勤務先から収入証明を得られず自己申告する場合のみ利用】

申告者住所

氏　　　　 名

電 話 番 号

電 子 メ ー ル

収入について次のとおり申告します。

記載に虚偽の内容があった場合は、直ちに給付金を返還します。

１．収入申告（すべての収入について書いてください）

（１）　収入の種別（具体的に書いてください）（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　）

（２）　収入の状況

月分 月分 月分

（イ）

・この用紙は勤務及び給与支払見込証明書を提出できない人について使用してください。

・事業収入の場合控除できるものは一般に、原材料費、仕込代、店舗の家賃、地代、交通費等ですが

　業種により状況が異なりますので具体的に書いてください。

・※印欄は日給及び時間給で給与証明のとれない人のみ記入してください。

・日雇い等による日給の場合は主な収入元の名称を書いてください。

・状況に応じて、追加で証拠書類の提出を求める場合があります。

・記載内容に虚偽の事実があった場合は、直ちに補助の決定を取り消します。

　間違いがないかよくご確認の上、提出してください。

収 入 総 額 （ ア ）

内
訳

主 な 収 入 先

差引手取収入（ア）－（イ）

 
必
 

要
 

経
 

費

１ 日 平 均 働 い た 時 間 ※

働 い た 日 数 ※

収　入　申　告　書

区　　　分 家計急変発生月
最近３ヶ月分

　兵庫県知事　様

　　年　　　　月　　　　日


	☆(要綱様式①)R8奨学給付金様式

